
介護保険課給付係からのお知らせ



１．ケアマネジメントツール
～生活援助の考え方～

の活用について

１



ケアマネジメントツール
 生活援助の考え方 の改定

２

制度改正や過去の質問を踏まえ、平成30年度に
川崎市介護支援専門連会と協力のもとケアマネジ
メントツールを改正しました。
このツールは、「生活援助サービス」を位置付ける
にあたり、算定の可否等について関係者全員が
共通認識を持てるようなツールになっています。
今までの質問から代表的な事例等も盛り込んで
ありますので、ご確認ください。



３

生活援助の利用回数が多いケアプランの届出
利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点か
ら訪問介護における生活援助中心型サービス※について、次の改正
が行われ平成３０年１０月１日から施行されています。
※介護給付費単位数表の１ 訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心である訪問介護に限る。

①通常の利用状況からかけ離れた利用回数のケアプランについて市町村へ届出
（居宅基準省令第１３条第１８号の２）

②そのケアプランについて市町村が確認し必要に応じて是正を促していく
（居宅解釈通知）

要介護１：２７回／１月
要介護２：３４回／１月
要介護３：４３回／１月
要介護４：３８回／１月
要介護５：３１回／１月

（厚生労働省告示第２１８号）

1年間（平成28年10月～平成29年9月分）の給付実績
（全国）を基に、各月における要介護度別の「全国平均
利用回数＋2標準偏差（2SD)」で算出

ポイント！

届出後にケアプランを変更し、週間サービ
ス計画（第3表）の回数が増えた場合は再
度、提出が必要です。



掲載ページの御案内
４

ＵＲＬ：http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000016727.html

本市ホームページから「ケアマネジメントツール」で検索

「川崎市：ケアマネジメント業務に関するページ」をクリック



２．介護給付費等の取り下げ等について

５



介護給付費等の取り下げについて
６

※神奈川県国民健康保険団体連合会「支払関係帳票と返戻事由の解説」抜粋

請求明細書を取下げる場合は、「介護給付費取下依頼書」を川崎市健康福祉局介護保険課に電子申請にて
提出し、正しい内容の請求明細書を国保連合会に提出してください。
給付管理票については、修正した内容を連合会に提出してください。



介護給付費等の取り下げ方法の変更について
７

電子申請
IDの取得

• ＩＤは法人単位でも事業所単位でもどちらでも大丈夫です。
• ＩＤの取得は初回のみの作業となります。

取下依頼
書の作成

• 記入例等を御確認の上作成をしてください。
• ファイル名は必ずkago(事業所番号).xlsmにして
ください。

電子申請
にて送付

• 事業所番号ごとに送付してください。
• 送付データを修正する場合、必ず
データの取り下げをしてください。

○届出のフロー

○２０１９年４月受付分より、取り下げ方法が「電子申請」に変更しました。

※郵送での受付はしていません。



取下げ依頼書の注意点
８

シート名は「入力シート」のまま変更しない！

詳細は本市ホームページを
御確認ください。
※取下依頼書は一旦開いてから
保存するとスムーズです。

本市ホームページから「取り下げ」で検索



介護給付費等の返戻について
９

①請求が返戻・保留・減額となった場合には、神奈川県国民健康保険団体連合会
（以下「連合会」という。）から通知がきます。

②各通知の説明、返戻等の主な原因については、連合会が作成した「支払関係帳票と
返戻事由の解説」・「介護給付費請求の手引き」に記載されていますのでご確認ください。

※下記ホームページ参照

③連合会の資料に加え、「よくある質問Ｑ＆Ａ」についてもご確認ください。※下記ホームページ参照

④資料を確認の上、原因、対応方法が分からない場合は、連合会にお問合せください。

電話番号 045－329－3445

【市ホームページ掲載場所】
『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒『高齢者・介護保険』⇒
『介護保険制度』⇒『事業者入口』⇒『過誤・再審査申立』⇒
『介護給付費にかかる返戻について』
（http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000062029.html）



３．消費税増税に伴う
報酬改定について

１０



１１

消費税率引き上げにあわせた介護報酬等に係る消
費税の取扱い

※消費税増税に伴い、介護予防支援（介護予防ケアマネジメント）の一部委託に伴う単価について検討中です。



12

基本報酬の改定について

○参考（訪問介護抜粋）

「「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する件」
の交付について」の送付について 介護保険最新情報Vol.704



13

区分支給限度額について
見直し後 見直し前

要支援１・事業対象者 ５，０３２単位 ５，００３単位

要支援２ １０，５３１単位 １０，４７３単位

要介護１ １６，７６５単位 １６，６９２単位

要介護２ １９，７０５単位 １９，６１６単位

要介護３ ２７，０４８単位 ２６，９３１単位

要介護４ ３０，９３８単位 ３０，８０６単位

要介護５ ３６，２１７単位 ３６，０６５単位



14

介護職員の更なる処遇改善加算



15

処遇改善加算の全体イメージ



４．介護予防・日常生活支援
総合事業について

16



総合事業今年度のスケジュールについて

17

8月 9月 10月 11月 12月 R2.1月 2月 3月

ア 基本報酬等の改定

イ 区分支給限度額の改定

ア
包括・ケアマネ・
事業所向け

イ 利用者向け

アンケート

関係

単価改定

関係

本市総合事業サービス等
関連実施要綱等の改正

サービスコード表・
単位数マスタの公表

訪問型・

通所型・
介護予防

ケアマネ

ジメント
共通

開始

改正

公表

アンケート実施 集計

アンケート



１8



総合事業アンケート実施について
・本市介護予防・日常生活支援総合事業の事業運営
のため、今冬頃に市内の地域包括支援センター、居
宅介護支援事業所、指定（ 介護予防） 訪問・通所介
護事業所の皆様にアンケート調査を実施予定です。

・実施の際には、調査票を送付しますので、御協力を
お願いいたします。

・事業所向けアンケートとは別に利用者向けのアン
ケート調査も実施予定です。

19



介護予防短時間通所サービス（A7）について

川崎市総合事業の独自サービス『介護予防短時間通
所サービス（A7）』は、令和元年６月時点で７事業所
が実施中！

20

介護予防短時間通所サービスの指定手続きについては、

川崎市総合事業専用ナビダイヤル（0570-040-114）まで
お問い合わせいただくか、市ホームページをご覧ください。

＜URL＞
http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000074854.html



平成30年度介護予防短時間通所サービス案内チラシ

21

今年度もチラシを作成し、配布(※)することで制度を周知します。

(※)介護認定結果通知及び給付費通知に同封予定



介護予防ケアマネジメントCについて

利用者が住み慣れた地域で在宅生活を続けられる
よう、目標の達成に向けた取り組みとして民間企業
等の保険外のサービス利用を含めたケアマネジメン
トを実施した場合、そのアセスメント等のプロセスを
評価し、総合事業の介護予防ケアマネジメント費（介
護予防ケアマネジメントＣ）として報酬を支払う仕組
みを平成29年11月提供分から実施しています。

22



介護予防ケアマネジメントCの概要
23

対象者 要支援者・事業対象者

名称 インフォーマル加算

単位数 ３００単位

対象となる保険
外のサービス等

川崎市生活支援サービス等情報公表
に掲載されているサービス

川崎市いこい元気広場事業

川崎市生活支援サービス等情報公表に掲載されているサービ
スは、次のホームページにて確認することができます。
http://kana.rakuraku.or.jp/rsrc/141305/index/tag/



介護予防ケアマネジメントCの算定条件(1/2)

24

（１）新規に介護予防ケアマネジメントを実施する場合で、
保険外サービス等も含めた介護予防サービス支援計画の
作成を行っている場合、所定単位数を初回加算に加えて
「インフォーマル加算」を算定することができる。

（契約の有無に関わらず、介護予防ケアマネジメントの実施が終了し
て二か月以上経過した後に、介護予防ケアマネジメントを実施する場
合を含む）

（２）「要介護者」が「要支援認定」または「事業対象者」の
判定を受け、介護予防ケアマネジメントを実施する場合、
所定単位数を初回加算に加えて「インフォーマル加算」算
定することができる。



介護予防ケアマネジメントCの算定条件(2/2)

25

次のいずれかに該当する場合は算定することができ
ない。

・初回加算に加えて「介護予防小規模多機能型居宅介護事
業所連携加算」を算定する場合

・介護予防福祉用具貸与等、提供月に介護予防給付が含ま
れる場合の「介護予防支援費」として請求する場合

インフォーマル加算を算定する場合の介護予防ケアマネジメン
トの実施については、平成29年第２回集団指導講習会資料
（総合事業部分）を参照。
http://www.city.kawasaki.jp/350/cmsfiles/contents/0000088/
88743/29-2syudansidokosyukaisiryo(P1-12).pdf



川崎市総合事業の詳細については
川崎市のホームページへ

26

介護予防・生活支援サービス事業関係 一般介護予防事業関係

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-3-
13-0-0-0-0-0.html

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-2-6-
0-0-0-0-0.html

トップページの検索
で「総合事業」と入
力し検索すると便
利です



川崎市総合事業に関するお問い合わせ先

川崎市では、川崎市総合事業に関する専用ナビダイヤルを設置して
います。

27



1 公表制度の概要について 

当該制度は、介護保険法（115 条の 35 以下）に基づき、平成 18 年 4 月から都道府県において

開始され、専用のウェブサイト（国の情報公表システム）に事業所情報を事業者自らの責任において

公表することが義務付けられた。これにより、「利用者」が介護サービスや事業所・施設を比較・検

討して適切に選択できるようになること、また「事業者」においては、自らが提供する介護サービス

の内容や運営状況等に関して、利用者による適切な評価が行われ、より良い事業者が適切に選択され

るようになることを目的とした制度である。なお、利用者保護等の観点から、都道府県知事が必要と

認める場合は（もしくは計画等により）、当該情報の根拠となる事実を調査することができる。 

当該制度に係る事務・権限については、「地方自治法施行令の一部を改正する政令（平成３０年３

月２８日公布、４月１日施行）」により、道府県から指定都市に移譲されている。 

２ 公表・調査の対象事業所について

○介護サービス情報公表の対象となる事業所 

当該年度に対象サービスについて新規指定を受けた事業所、または前年の介護報酬による収入が

100万円を超える事業所 

○介護サービス情報の調査対象となる事業所 

調査については、新規指定年度、新規指定の翌年度、翌々年度に実施し、その後は、指定更新後

の6年間のうち2回実施する。 

※令和元年度の調査対象は、原則として、平成1２、1５、1８、2１、2４、2９、３０年度、 

令和元年度に対象サービスについて新規指定を受けた事業所とする。 

３ 公表・調査の手数料について 

○公表に係る手数料（１件につき）  5,000 円 

 ○調査に係る手数料（１件につき） 20,000 円 

４ 公表センター及び調査機関について 

○指定情報公表センター：公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

○指定調査機関    ：選定中 

５ 今後のスケジュールについて

 ○令和元年７月以降随時  計画通知書・納付書等送付（市→事業所） 

 ○令和元年８月以降随時  介護サービス情報の報告（事業所→市）※専用のウェブサイトで報告 

↓報告後随時 

              調査実施（市→事業所）、介護サービス情報の公表（市） 

介護サービス情報公表制度について 


